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1. はじめに

住民が主体的に自身の住む地域を良くしようとする様々

な活動が，近年，日本の至るところで見られるようになっ

てきた．この背景には，住民のまちに対する要望に対し，

行政が十分にサービスを提供しない，または提供出来ない

現状が存在する．価値観が多様化していく現代社会におい

て，普遍性，公平性を基本原則とする行政は，住民の様々

な要求のすべてを満たすことは出来ない．このとき，住民

は自らまちを活性化させようとする誘因をもつ．当然，行

政でしか提供できない公共サービスは存在するが，住民の

まちづくり活動に対する主体性を維持し，支援する枠組み

を行政が構築することは大変重要な研究課題である．

一方で，住民が主体的にまちを活性化させる行為は，地

域住民の公共財供給問題として捉えることが可能である．

このとき，フリーライダーの問題が本質的に存在する．住

民は自ら活性化活動に従事しなくても，他者が従事するこ

とでその恩恵を受けることが出来る．そのため，すべての

住民が自分の利益のみを考える場合には，まちづくり活動

の水準は社会的に望ましい水準と比較して過小になる．多

様な主体の参画と協働が前提となるまちづくりにおいて、

この問題は最も基本的かつ地域共通の課題である．

本研究では，そうしたフリーライダーの問題を解決す

るための枠組みとして，分科会の役割について，理論的な

観点から分析する．まちづくり活動の本質は，多種の活動

（multiple-task) を多主体で実践していくことにある．し

かし，多種の活動の間にはその活動費用の面で補完的，代

替的な活動が存在する．たとえば，川掃除，川辺ろうそく

イベント，カヌー大会などは川に着目したまちを活性化さ

せようとする活動である．住民は，まちづくり活動を行う

ため，そのノウハウを学習，蓄積し，実践するための地域
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ネットワークを形成，活用する必要がある．このとき，活

動に応じてその活動主体を特定する方が，全ての活動に全

ての住民が参加する場合と比較して，まちづくり活動を実

施する費用（金銭，時間，精神的負担等）は小さくて済む

場合がある．先の川に関する多種のまちづくり活動は，費

用補完性の例である．また，川に興味がある地域住民の方

が，より魅力的な川になるよう労力を費やすだろう．本研

究では，こうした費用代替性・補完性，さらに住民の異質

性に着目した上で，分科会の果たす社会的役割について考

察する．さらに，穴水町でのまちづくり事例より，分科会

の実例を紹介すると共に，計画から実践へと結びつける上

での分科会の重要性について考察する．

2. 基本モデル

(1) モデルの前提条件

　ここでは，まちづくり活動に参加している住民がN 人い

る状況を想定する．また，まちづくり活動に関して，モデ

ルを簡易化するため、二種類の活動 {A,B}しかない状況
を想定する．このとき，住民 i (i = 1, · · · , N)はそれぞれ，

活動A, Bに対して活動水準 ai, biを決定する．なお，この

とき住民が負担する活動費用を Ci(ai, bi)で表す．住民が

自ら活動することで，活動 A, Bに対して成果 xa, xb ∈ R

が達成されるものとする．なお，xa, xbに関しては，活動

成果を実数軸上で指標化したものを考えればよい．さらに，

この成果水準に関して，

xa = ΣN
i=1ai + ϵa (1)

xb = ΣN
i=1bi + ϵb (2)

が成立するものと仮定する．なお，ϵa, ϵb に関しては平均

0，共分散行列をΣ(分散を σ2
a, σ2

b , 共分散を σab, 相関係数

を ρ (= σab

σaσb
))で表す．

(2) 住民の最適活動水準

各住民のまちづくりの成果水準に応じた効用関数は，指

数関数形として

ui = −exp[−ri(tai xa + tbixb)] (3)

で定義する．なお，riは住民 iの絶対的リスク回避度を表

す．また，tai , tbi はまちづくり活動A, Bの単位活動水準あ

たりのの金銭価値を表す．なお，ここではモデルを簡易化

するため，ri = rを仮定する．このとき，住民 iの確実性



等価額 CEi(ai, bi)は，

CEi(ai, bi) = tai ΣN
i=1ai + tbiΣ

N
i=1bi − Ci(ai, bi)

− (1/2)r[(tai )2σ2
a + (tbi )

2σ2
b + 2tai tbiσab] (4)

よって，住民 iの効用最大化問題は，

max
ai,bi

CEi(ai, bi) (5)

として定式化する．効用最大化問題の一階条件式は，

tai − ∂Ci

∂ai
= 0 (i = 1, · · · , N) (6)

tbi −
∂Ci

∂bi
= 0 (i = 1, · · · , N) (7)

で表される．

(2) 社会的最適なまちづくり活動水準

住民が N 人まちづくり活動に参加する場合の社会厚生

関数 SC は，

SC =
N∑

i=1

CEi(ai, bi) (8)

で表される．このとき，一階条件式は

Ntai − ∂Ci

∂ai
= 0 (i = 1, · · · , N) (9)

Ntbi −
∂Ci

∂bi
= 0 (i = 1, · · · , N) (10)

と表される．

(3)比較静学分析

ここでは，活動に対する代替性，補完性に着目したう

えで，活動水準の比較静学分析を行う．ここで，費用関数

Ci(ai, bi)として，

Ci(ai, bi) =
1
2

{
a2

i + b2
i + 2τi(aibi)

}
(11)

とおこう (−1 ≤ τi ≤ 1)．τi > 0のとき，住民 iにとって

活動A，Bは代替的 (substitute)であり，τi < 0のとき補

完的 (complementary)であることを意味する．

このとき，分科会を設けない場合の住民の最適活動水準

(a∗
i , b

∗
i )は，

(a∗
i , b

∗
i ) =

(
tai − τit

b
i

1 − τ2
i

, b∗i =
tbi − τit

a
i

1 − τ2
i

)
(12)

(i = 1, · · · , N)で表される．次に，社会的に最適な活動水

準は (ao
i , b

o
i )は，

(ao
i , b

o
i ) =

(
N(tai − τit

b
i )

1 − τ2
i

,
N(tbi − τit

a
i )

1 − τ2
i

)
(13)

(i = 1, · · · , N)が導出される．このとき，明らかに ao
i > a∗

i，

bo
i > b∗i が成立する．また，まちづくりに参加する人数N

の増加に伴い，社会的に最適な活動水準との乖離が大きく

なることがわかる．

3. 分科会の役割

(1) モデルの前提条件

まちづくり活動が社会的最適な活動水準と比較して過小

になる問題を解決するための枠組みとして，分科会の役割

についてモデル化及び分析を行う．

ここでは，2種類のまちづくり活動A，Bのみを想定し

ている．そのため，どのような条件下において，A部会，

B部会を設け、住民の活動を特定の活動に集中させること

が効率的な状況であるかを明らかにする．

(2) 分科会のもとでの住民の最適活動水準

ここで，n人の住民がまちづくり活動Aに，N −n人の

住民がまちづくり活動 B に従事する場合を考えよう．こ

のとき，各住民の効用最大化問題は，

max
ai

CEi(ai) (i = 1, · · · , n) (14)

max
bi

CEi(bi) (i = n + 1, · · · , N) (15)

とあらわされる．そのため、まちづくり活動に従事する住

民の活動水準は，一階条件式より

tai − ∂Ci

∂ai
= 0 (i = 1, · · · , n) (16)

tbi −
∂Ci

∂bi
= 0 (i = n + 1, · · · , N) (17)

を満たす活動水準として導出される．ここで，住民の費用

関数を Ci(ai, bi)とおくと，最適活動水準 (a∗∗
i , b∗∗i )は，

(a∗∗
i , b∗∗i ) = (tai , 0) (i = 1, · · · , n) (18)

(a∗∗
i , b∗∗i ) = (0, tbi ) (i = n + 1, · · · , N) (19)

で表される．

なお，τi < 0のとき，すなわち活動 A, Bの間で費用補

完性が成立するときは常に a∗
i > a∗∗

i , b∗i > b∗∗i が成立する．

すなわち，活動 A, Bに関する分科会を設けることは非効

率な結果を招く．また，費用代替性が成立するとき，はじ

めて分科会が有効になる．その条件式は，

N∑
i=1

CEi(a∗
i , b

∗
i ) ≤

N∑
i=1

CEi(a∗∗
i , b∗∗i ) (20)

で表される．紙面の都合上，この条件式が成立する tai , tbi , τi

の条件式は掲載を避けるが，費用代替性が大きく，かつ，

当該活動に特化した住民がその活動に参加する場合にはじ

めて，分科会が機能しすることが示される．この分析の詳

細は発表時に譲る．

4. おわりに

本研究では，分科会が有効に機能するための条件につい

て分析した．ただし，活動対象を 3種類以上にモデルを発

展させる必要があり，これらは今後の課題としたい．また，

発表時には穴水町での実事例と共に分科会の果たす役割に

ついて考察する．


